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特に, 台湾総督府の文書課が ｢何を残したのか｣, ｢どのように残して
きたのか｣ に焦点をあてて, 日本統治期台湾における文書保存と官僚に




















たことを意味している｡ すなわち, 現在, 国史館台湾文献館 (以下,
｢台湾文献館｣ と称す) が所蔵している ｢台湾総督府文書｣ には, 二つ
の異なる文書群が存在することになろう｡ その一つは, 文書保存規則に
よって分類整理された文書, つまり, 編綴されて簿冊化された永久保存
















第１表 台湾文献館所蔵 ｢台湾総督府文書｣ 一覧表
第 簿冊 (文書) 番号 文 書 名 年 代 冊数 移管元
１ 00001～04193･13146 永久保存公文類纂 明治28年～昭和９年 4194 秘書処
２ 04194～04485 臨時台湾土地調査局公文類纂 明治31年～明治38年 292 秘書処
３ 04486～07401 15年保存公文類纂 明治28年～昭和８年 2916 秘書処
４ 07402～08408 収発件名簿 明治29年～昭和18年 1007 秘書処
５ 08409～08725 記録件名簿 明治28年～昭和20年 317 秘書処
６ 08726～08804 永久保存総目録 明治29年～昭和20年 79 秘書処
７ 08805～08845 15年保存総目録 明治28年～昭和21年 41 秘書処
８ 08846～09092 類別目録 明治28年～昭和20年 247 秘書処
９ 09093 永久保存総目録 明治31年～明治37年 １ 秘書処
10 09094 永久保存進退総目録 明治31年～明治38年 １ 秘書処
11 09095 旧県公文類纂総目録 明治28年～明治34年 １ 秘書処
12 09096～09313 旧台北県公文類纂 明治28年～明治34年 218 秘書処
13 09314～09408 旧台中県公文類纂 明治28年～明治34年 95 秘書処
14 09409～09570 旧台南県公文類纂 明治28年～明治34年 162 秘書処
15 09571～09612 旧新竹県公文類纂 明治28年～明治31年 42 秘書処
16 09613～09620 旧台東庁公文類纂 明治28年～明治34年 ８ 秘書処
17 09621～09642 旧鳳山県公文類纂 明治28年～明治31年 22 秘書処
18 09643～09663 旧嘉義県公文類纂 明治30年～明治32年 21 秘書処
19 09664～09877 旧台南県公文類纂 明治28年～明治31年 214 秘書処
20 09878～09968 高等林野調査委員会公文類纂 大正３年～大正７年 91 秘書処
21 09969～09975 指令番号簿 明治30年～大正３年 ７ 秘書処
22 09976～10045 台湾施行法規 大正３年～昭和７年 70 秘書処
23 10046～10342 進退原議公文類纂 大正５年～昭和10年 297 秘書処
24 10343～10510 永久保存公文類纂 昭和10年～昭和20年 168 秘書処




国庫補助永久保存 大正元年～昭和18年 394 秘書処
27 10924～10932 税賦関係書類 昭和16年～昭和18年 ９ 秘書処
28 10917 税分賦標準 大正11年～昭和15年 １ 秘書処
29 10933～10955 土木局公文類纂 明治32年～明治44年 23 秘書処




５年保存公文類纂 大正元年～昭和20年 94 秘書処
32 10972 永久保存と５年保存公文類纂 (混在) 昭和10年～昭和15年 １ 秘書処
33 11063 １年保存総目録 大正10年 １ 秘書処
34 11064 １年保存公文類纂 昭和17年 １ 秘書処
35 11065 青葉灌漑工程計画書 (保存年限不明) 昭和18年 １ 秘書処
36 11066～11068 １年保存公文類纂 昭和19年 ３ 秘書処
37 11069 永久保存公文類纂 (乙種・第43巻) 明治31年 １ 劉峯松
38 11070～11072 永久保存公文類纂 大正13年 ３ 秘書処
39 11073～11078 15年保存公文類纂 大正３年 ６ 秘書処
中京法学巻２・３号 (年) ()
(１) 拙稿 ｢日本帝国の台湾統治文書のアーカイブ｣ ( 『知と技術の継承と展
開―アーカイブズの日伊比較―』 中京大学社会科学研究所・年, 
頁～頁参照｡
40 10079 進退原議公文類纂 (いろは別・台北) 明治28年～不明 １ 秘書処
41 11080 進退原議公文類纂 (いろは別・新竹) 明治28年～明治34年 １ 秘書処
42 11081 進退原議公文類纂 (いろは別・台中) 明治28年～明治34年 １ 秘書処
43 11082 進退原議公文類纂 (いろは別・嘉義) 明治28年～不明 １ 秘書処
44 11083 進退原議公文類纂 (いろは別・台南) 明治28年～明治34年 １ 秘書処
45 11084 進退原議公文類纂 (いろは別・鳳山・台東) 明治28年～不明 １ 秘書処
46 11085 進退原議公文類纂 (いろは別・新竹) 明治30年～明治31年 １ 秘書処
47 11086 進退原議公文類纂 (いろは別・台南) 明治30年～不明 １ 秘書処
48 11087 進退原議公文類纂 (いろは別・鳳山・嘉義) 明治30年～明治31年 １ 秘書処
49 11088 書類総目録 (台北・新竹) 明治28年～明治34年 １ 秘書処
50 11089 書類総目録 (台中・嘉義・鳳山) 明治29年～明治34年 １ 秘書処
51 11090 簿冊目録 明治29年～明治36年 １ 秘書処
52 11091 15年保存公文類纂総目録 明治28年～明治29年 １ 秘書処
53 11092 施行法規府令1173 大正10年 １ 秘書処
54 11093 15年保存公文類纂 (第５巻) 明治32年 １ 秘書処
55 11094 15年保存公文類纂 (第11巻) 明治30年 １ 竜仕騰
56 11095 追加文書索引簿 明治33年 １ 秘書処
57 11096 臨時台湾土地調査局編冊目録 明治33年～明治38年 １ 秘書処
58 11097 不明 昭和16年 １ 秘書処
59 11098～11101 事務成蹟提要 昭和13年～16年 ４ 秘書処
60 11102 参考書類 明治42年～大正４年 １ 秘書処
61 11103 不服申立事件 大正３年 １ 秘書処
62 11104 商工省燃料研究所 昭和８年 １ 秘書処
63 11105 特別会計歳入歳出 大正６年 １ 秘書処
64 11106 貸出文書関係 昭和15年 １ 秘書処
65 11107～11521 台湾総督官房法務部会計課参考書類 明治30年～昭和20年 415 省政府
66 11522～12694 土地申告書 明治33年～明治36年 1173 地政処





69 12776～13077 民有大租名寄帳 明治34年か？ 302 地政処
70 13125～13144 官租地一筆限調査書 明治41年～42年 20 地政処
71 13145 予約売渡許可 不明 １ 地政処
計 13146
註：移管元の ｢省政府｣ は ｢台湾省政府｣ を､ ｢秘書処｣ は ｢台湾省行政長官秘書処文書科｣ を､ ｢地政処｣ は ｢台湾
省政府地政処｣ を, ｢劉峯松｣ は ｢劉峯松寄贈古本屋購入｣ を, ｢竜仕騰｣は ｢竜仕騰寄贈古本屋購入｣を指す｡
ができる｡ 第一に, ｢公文書のライフサイクルによって整理保存された
文書｣ があること, 第二に, ｢公文書としての原則に従って歴史資料と
なった公文書ではなく, 敗戦という歴史的大きな事件の結果として偶然






























































































現存する永久保存文書と年保存文書から, ｢甲種｣, ｢乙種｣, ｢追加｣,
｢官房｣, ｢進退｣ の名が付されている文書を各々分類して, 第２表の永
久保存文書および年保存文書一覧を作成した｡ さらに, その表から永
久保存文書と年保存文書の割合が一目で判るように作図したのが第１

















































































































その後, 記録規則と文書保存規則は, 明治() 年月日に
｢台湾総督府民政部記録規則
(５)
｣ (以下, ｢記録規則｣ と称す) として統一
されることになり, その後, 明治(	) 年３月日に改正され,
｢官房並民政部文書保存規則
(６)




(５) ｢記録規則改正｣ ( 『台湾総督府報』 第	号, 明治年月日, 彙報
	頁～	頁)｡
(６) ｢官房並民政部文書保存規則ノ件｣ ( 『明治三八年台湾総督府公文類纂










である｡ さらに, この附則により, 会計年度に属する書類等は, 普通文
書と混同しないために特殊文書として別途分類することとし, ｢文書特











レタシ｣, ｢期約｣ ノ字意義不明 殖産局｣, ｢出勤簿ハ両三年間保存ノ必




仮出獄及監視仮免｣ ノ一項ヲ加ヘラレタシ 法務課｣ ｢官有財産ノ一類

































































































































甲種 詔勅, 法律, 律令, 勅令, 府令, 告諭, 訓

































































































































































註：表中の条文数は ｢台湾総督府民政部記録規則｣ を基本に記していることから､ ｢官房並民政部文書保存規則｣
が記録規則と異なる場合はその条文数のみを保存規則欄に記した｡


























































































この明治年の改正から, 年を経た, 昭和２ () 年７月に ｢台
湾総督府文書取扱規程
(	)
｣ (以下, ｢文書取扱規程｣ と称す) として台湾総
督府文書の取扱規程が完成する｡ 該規程が今までの規程と大きく異なる
中京法学巻２・３号 (	年) ()
(	) ｢文書取扱規程制定ノ件伺 訓令三七号｣ ( 『昭和二年台湾総督府公文
類纂索引永久保存追加』 第５文書, 簿冊番号	
)｡
のは, 甲乙の規則が変わったことである｡ それは, 第二条において,
｢本令ニ於テ文書ト称スルハ発議文書及報告―情報其ノ他ノ供閲文書ヲ





























() ｢府令第三七号 台湾総督府文書取扱規程左ノ通相定ム｣ ( 『台湾総督




任ニ関スル文書｣ が追加され, これまでの ｢六七年間参照ノ必要アリト
認ムル文書｣ から ｢五年以上保存ノ必要アリト認ムル文書｣ へと変わり,
５年保存文書は, ｢両三年間参照ノ必要アリト認ムル文書｣ から ｢一年
以上保存ノ必要アリト認ムル文書｣ へと改められた｡ ｢参照｣ の必要か




ニ仮編纂｣ し, ｢各保存期間ヲ通シテ文書総目録｣ を調整し, ｢仮編纂ノ
文書ハ適宜之ヲ成冊スヘシ但シ保存期間五年及一年ノ文書ハ此ノ限ニ在




































存, 年保存, ５年保存, １年保存という四つに分けられた保存年限か
ら, 永久保存と１年保存という, ｢永久｣ または ｢一年｣ かという極端な


















































































































































この ｢台北県分課規定制定｣ 文書は, 『発受件名簿 台湾総督府民政
局
()
』 に記載されていた｡ 記載された内容は, 次のとおりである｡
日本統治期台湾の文書保存と官僚 (東山)()
() ｢台北県分課規程改正｣ ( 『明治三一年台湾総督府公文類纂追加第一巻』
第３文書, 簿冊番号)｡
() 紙幅の関係で規程内容は省略した｡















他課合議 九月三日人事 (朱印) 九, 一六人事 (朱印)
九, 一七土木 (朱印)



















主計が日, 労務が月日の朱印を押印している｡ その後, 月	日
に総督決裁をもって認可されて, 月
日に再回のため主務課に返付し
ている｡ 官房に返戻されたのが月日であった｡ このことから, この

























この貸付簿 (第２図) には, ｢書類年別｣ ｢府番号｣ ｢借用者｣ ｢貸付月
日｣ ｢返戻月日｣ ｢備考｣ が印刷され, 当該箇処に記入させ, 備考欄には,
｢催促月日又ハ回数等参考トナルヘキ事項ヲ記入スヘシ｣ とあるように,
責任の所在を明確にさせて, 文書管理を徹底させていた｡ 書類要求票
(第３図) には, ｢書類年別｣ ｢府番号｣ ｢要求年月日｣ ｢件名｣ ｢官房 署
局 名｣ ｢課名｣ ｢要求者官氏名印｣ が印刷された用紙が用いられ, 貸
付簿と同様に厳重な検査と二重チェック体制が採られていた｡ このほか
に, 書類要求票の中には, ｢本票ニハ一件ヲ限リ認ムヘシ｣ とした注意


















() ｢書類貸出手続決定及通知ノ件｣ ( 『明治三八年台湾総督府公文類纂永
久保存第九巻』 第文書, 簿冊番号)｡
(	) 同上｡
































































び探索するための ｢目録｣ として, 保存年限による編年毎の ｢総目録｣
と, 門類別に分類した ｢類別目録｣ とを台湾総督府は作成していたとい





























異なり, 持ち回った可能性が高いため, この点については, 今後の課題
としたい｡ さらに, 起案された案件において決裁された公文書を綴じる
だけでなく, 決裁に至るまでの文書のみならず廃案文書等も添付されて
いる｡ この点については, 後世に伝えたいとする意図的なものが働いて
いると思われることから, これらについても明らかにしていきたい｡
※本研究は,科研費	
,の助成を受けたものです｡
中京法学
巻２・３号 (
年) ()
() 文書保存規則の内容の考察においては, 紙幅の関係から省略したため,
別稿にて論じることにする｡
